
災害時栄養・食生活支援に対応できる管理栄養士の育成に関する調査 報告書 

 

1．調査の背景・目的 

本会では、災害発生時に避難所等で生活する被災者への栄養・食生活支援に対応できる

管理栄養士（JDA-DAT）の育成を進めてきた。近年は、大規模災害時の保健医療福祉活

動における体制強化の一環として、保健医療福祉調整本部の設置に際し、JDA-DAT が

「連絡窓口」として位置づけられるなど、役割の高度化・複雑化が進んでいる。 

こうした状況を踏まえ、本会では、JDA-DAT において統括的な役割を担う人材（以下、

「JDA-DAT 統括リーダー（仮称）」という）の育成に向けた仕組みづくりの検討を開始

した。 

本調査は、災害時の栄養・食生活支援に実際に関与した管理栄養士・栄養士等の経験や

課題意識、必要と感じた知識・技術、人材育成に対するニーズを把握し、今後の人材育

成の方向性および JDA-DAT 統括リーダー（仮称）のあり方を検討することを目的として

実施した。 

 

2．調査概要 

• 調査方法：Web アンケート調査 

• 調査期間：2025 年 12 月 11 日（木）～12 月 24 日（水） 

• 調査対象： 

- JDA-DAT 登録者（都道府県栄養士会の災害対応担当者を含む） 

- 公衆衛生職域 全国リーダー 

- 災害時に被災地での栄養・食生活支援に従事した経験のある管理栄養士・栄養士 

• 調査内容： 

- 回答者の基本属性 

- 災害時および平時の栄養・食生活支援活動への関与経験 

- 被災地支援活動における困難・課題 

- 支援活動において役立った知識・スキル 

- 研修・人材育成に関する認識 

- JDA-DAT 統括リーダー（仮称）の必要性、役割、求められる能力および育成に向

けた取組 

 

3．回答者の属性の概要 

回答者は、40～50 代を中心とした中堅からベテラン層が多く、自治体（都道府県・市町

村）、医療機関、福祉施設等、幅広い職域に分布していた。JDA-DAT については、リー

ダーまたはスタッフとして登録している者が多く、今後の登録予定者も含まれており、災

害時栄養・食生活支援に対する関心と関与意欲の高い集団からの回答が得られた。 

  



4．災害時・平時における栄養・食生活支援活動への関与状況 

災害時の関与内容としては、避難所等での被災者への直接的な栄養・食生活支援に加

え、被災地栄養士会の災害対策本部におけるマネジメント、特殊栄養食品ステーション

での支援物資調整、後方支援としての献立作成や食事評価など、多様な形態が確認され

た。 

一方、平時においては、防災訓練や研修への参加、災害時対応マニュアルの作成、講

義・演習の担当などに関与している者が一定数いるものの、平時からの関与が限定的な

層も存在していた。 

 

5．被災地支援活動における困難・課題 

5-1．活動内容に関する困難 

被災地での栄養・食生活支援活動において困難と感じた内容としては、被災自治体担当

者との活動方針の調整や意思決定、他の保健医療福祉支援チームとの連携・調整が多く

挙げられた。また、避難所における食事提供内容の把握や評価、要配慮者（食物アレル

ギー、慢性疾患等）への対応についても課題として認識されていた。 

 

5-2．個人に関する困難 

個人としての困難では、自身の知識・経験不足、精神的・身体的負担、職場の理解や業

務調整、家族の理解などが挙げられ、支援活動に従事するための環境整備の重要性が示

唆された。 

 

6．支援活動において役立った知識・スキル 

支援活動の中で役立ったと感じられた知識・スキルとしては、災害時の栄養管理に関す

る専門知識と実践力、被災者ニーズの把握・アセスメント力、他職種・関係機関との調

整力、コミュニケーションスキル、マネジメント・リーダーシップ力が多く挙げられた。 

 

7．研修・人材育成に関する認識 

災害支援に関する研修については、JDA-DAT 関連研修や自治体・学会等が主催する研修

を受講した経験が確認された一方、体系的・段階的に学ぶ機会の不足を示唆する回答も

見られた。 

今後、JDA-DAT として育成すべき知識・スキルとしては、行政や関係機関との連携・調

整能力、支援体制構築力、避難所の食事提供に関するアセスメント・評価、要配慮者へ

の対応、情報収集・記録・報告の能力が重要視されていた。 

 

8．JDA-DAT 育成体制に関する方向性 

人材育成体制としては、段階的な研修プログラムの整備、実地訓練やシミュレーション演

習の実施、支援活動経験者から学ぶ機会の確保、支援活動マニュアルやアクションカー



ドの充実が必要であるとの認識が示された。また、JDA-DAT の活動を統括・調整する役

割を担う人材の養成を求める声が多く挙げられた。 

 

9．JDA-DAT 統括リーダー（仮称）に関する認識 

JDA-DAT 統括リーダー（仮称）の必要性については、「必要である」「どちらかといえば

必要である」とする回答が大多数を占めた。統括的役割を担う人材が不在であったこと

により、情報共有や調整が円滑に進まなかった経験があるとの意見も見られた。 

期待される役割としては、JDA-DAT 支援チーム全体の調整・統括、被災自治体および保

健医療福祉調整本部との連絡調整、支援活動の優先順位判断、他の支援チームとの連携

促進、平時からの関係構築などが挙げられた。 

また、統括リーダーに求められる能力・マインドとしては、状況を俯瞰する力、マネジメ

ント・調整力、災害支援に関する経験と判断力、行政や他職種とのコミュニケーション

力、精神的な安定性と柔軟な対応力が重視されていた。 

 

10．考察 

10-1．災害時栄養・食生活支援体制の高度化に向けた課題認識 

本調査結果から、災害時の栄養・食生活支援は、個々の管理栄養士・栄養士の専門性や

献身的な努力によって一定程度支えられている一方で、支援活動全体を俯瞰し、関係機

関や多職種との調整を担う「統括的機能」が十分に制度化されていないことが明らかと

なった。 多くの回答者が、研修等を通じて知識を習得していても、実際の被災地におい

ては、状況判断、情報整理、支援ツールの活用、関係者との調整が十分に行えなかった

と感じており、知識と実践力の間に乖離が存在することが示唆された。 また、JDA-DAT

の役割や立ち位置について、自治体、他職種、さらには JDA-DAT 内部においても十分に

共有されていないケースがあり、行政栄養士や DHEAT 等との役割分担が不明確な状況

では、活動の方向性や意思決定の所在が曖昧となり、現地での混乱や連携不足につなが

ったとの指摘が多く見られた。 さらに、災害時の支援においては、栄養学的知識のみな

らず、被災者の生活背景を踏まえた判断力、傾聴を基盤としたコミュニケーション力、多

職種と協働する姿勢といった非専門的能力（ソフトスキル）が極めて重要であることが

再認識された。一方で、これらの能力は研修で体系的に習得しにくく、現場経験の有無

によって活動の質に差が生じている実態も明らかとなった。 加えて、「平時にできていな

いことは災害時にもできない」という意見に象徴されるように、平常時からの関係機関

との連携不足や受援体制の未整備が、災害時支援の円滑な実施を妨げる構造的要因とな

っていることが示された。 

 

10-2．JDA-DAT 統括リーダー（仮称）の制度的意義 

自由記載からは、JDA-DAT 統括リーダー（仮称）の必要性を肯定的に捉える意見が多数

を占めており、その背景には、現場対応の複雑化・長期化に対し、個々のリーダーやス

タッフだけでは対応しきれないという切実な課題認識がある。 統括リーダーは、単なる



経験豊富な個人ではなく、災害時における栄養・食生活支援を「組織として機能させる

ための要」として位置づける必要がある。具体的には、複数の JDA-DAT 支援チームを俯

瞰し、被災自治体、保健医療福祉調整本部、他の保健医療福祉活動チーム等との連絡調

整を担うことで、栄養・食生活支援を災害対応全体の中に位置づけ、戦略的に展開する

役割が期待されている。 一方で、統括リーダーの導入にあたっては、スタッフ、リーダ

ー、統括リーダーそれぞれの役割・権限・責任範囲を明確にしなければ、現場で混乱を

招くおそれがあるとの懸念も多く示された。特に、都道府県栄養士会会長や行政栄養士

との役割重複、意思決定の所在の不明確さに対する指摘は、制度設計において十分に留

意すべき重要な論点である。 

 

11．今後の方向性 

11-1．役割定義と位置づけの明確化 

今後は、JDA-DAT 統括リーダー（仮称）の役割や権限、活動範囲を明確に定義し、JDA-

DAT 内部のみならず、自治体や関係機関においても共通認識として共有される仕組みが

必要である。特に、保健医療福祉調整本部との関係性については、連絡窓口としての機

能や意思決定プロセスにおける位置づけを明確にすることが求められる。 

 

11-2．段階的・体系的な人材育成プログラムの構築 

統括リーダーの育成にあたっては、従来の研修に加え、経験年数や役割に応じた段階的な

育成プログラムを構築することが重要である。具体的には、基礎的な災害対応力を養う段

階から、調整・マネジメント能力を強化する段階、統括的判断を担う段階へと発展する

体系的な研修設計が求められる。 

また、実地訓練やシミュレーション演習、官民連携を想定した訓練等を通じて、平時か

ら実践的な経験を積み重ねる機会を確保することが不可欠である。 

 

11-3．制度・計画への反映と持続可能性の確保 

JDA-DAT 統括リーダー（仮称）の機能を実効性あるものとするためには、自治体の地域

防災計画や災害対応マニュアル等への位置づけを検討する必要がある。これにより、発

災時における役割の明確化と迅速な活動開始が可能となる。 

あわせて、統括的役割を担う人材が継続的に活動できるよう、所属機関や職場の理解促

進、業務調整の仕組みづくりなど、制度的・環境的な支援の在り方についても検討を進

めることが求められる。 

 

11-4．今後の検討課題 

今後は、本調査結果を基礎資料として、JDA-DAT 統括リーダー（仮称）の具体的な要件

設定、育成・登録制度の設計、評価の在り方等について、関係者間での議論を深めてい

く必要がある。これらの検討を通じて、災害時における栄養・食生活支援が、より安定

的かつ効果的に提供される体制の構築を目指すことが重要である。 



 

 

 



 

 

   

   



 

 



 

 

 

 



    

 

 

 



 

 

 



 

 

 


